
議案第２９号 令和５年度 鈴鹿市一般会計補正予算（第３号）

２０億５，０８１万円を追加 ⇒ 補正後の総額７２７億８，７９２万５千円

令和５年度 鈴鹿市一般会計補正予算（第３号）について

１ 政策的事業等に係る経費 ３３事業 １４億５，７４７万４千円

（１）保育環境の整備 ２事業 １，８８０万円

（２）教育環境の整備等 ４事業 １，１６６万１千円

（３）防災力・消防力の強化 ４事業 ７９０万５千円

（４）地域公共交通の整備 １事業 １，２３５万６千円

（５）道路・河川等の整備 １１事業 １３億 ６６５万８千円

（６）その他事業 １1事業 １億 ９万４千円

２ 原油価格・物価高騰対策に係る経費 ８事業 ５億９，３３３万６千円

（１）生活支援策 ７事業 ３億１，３３３万６千円

（２）経済対策 １事業 ２億８，０００万円
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政策的事業等

（１） 保育環境の整備 ２事業 １，８８０万円

１ 私立保育所等保育環境改善等事業費補助 253万９千円

園児，児童の送迎用バスを保有する私立保育施設等及び放課後児童クラブに対して，
園児，児童の車内置き去り防止のための安全装置設置費用の一部を補助する。

2 施設整備費／玉垣保育所 １，６２６万１千円
老朽化した市立玉垣保育所の移転改築工事を行うための基本計画を策定する。

【放課後児童クラブ，私立保育所等安全対策事業費補助金】

① 放課後児童クラブ分 ２施設 ８８,０００円／台× ３台＝ ２６万４千円

② 私立保育所等分 ８施設 １７５,０００円／台×１３台＝２２７万５千円

基本計画策定業務委託料 １,６２６万１千円
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政策的事業等

（２） 教育環境の整備等 ４事業 １，１６６万１千円

１ 学力向上支援事業費 １５２万９千円
児童，生徒の読解力の向上のため，新聞記事を基に，学習指導要領に準拠した設問が掲載

されているワークシートを小学校５年生から中学校２年生までを対象に導入する。

２ 不登校対策推進事業費 ３５８万２千円

不登校傾向のある児童の心情や特性等に配慮した居場所づくりとして，令和４年度に設置
した小学校の校内適応教室「ほっとルーム」を３校から１０校に増設（７校分）する。

３ 教育推進費／スクールバス導入調査研究費 ４０５万円
今後の学校再編等を見据え，スクールバスの導入を検討するにあたり，児童の安全安心な

送迎環境の構築，中長期的な運行方法，地域の実情に即したスクールバスのあり方について
調査・研究を行う。

４ 中学校施設管理費／施設管理委託料 ２５０万円

千代崎中学校校舎の改築工事（新築）に向け，学校用地を測量する。
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政策的事業等

（３） 防災力・消防力の強化 ４事業 ７９０万５千円

１ 消防団活動費／団員厚生費 ５２万8千円 学生消防団員用装備品の購入

２ 消防団活動費／団員活動費 ４8万６千円 入団促進リーフレット，講師謝礼等

市内の大学と連携し，本市の学生消防団の発足を目指す消防団員加入促進事業が，消防庁
の「消防団の力向上モデル事業」に採択されたため，消防庁の委託事業として実施する。

３ 消防団活動費／分団運営費等交付金 ５０万円
第25回全国女性消防操法大会に出場する女性消防分団に対し，三重県消防協会から出場

激励金の支給が決定したため，大会出場にあたり交付金を交付する。

４ 消防施設整備費 ６３９万１千円

老朽化した白子消防分団車庫の建て替えに向けて，実施設計及び既存建物の解体を行う。
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政策的事業等

（４） 地域公共交通の整備 １事業 １，２３５万６千円

１ 新交通システム運行事業費 １，２３５万６千円
公共交通空白地域の移動課題を解消するため，デマンド交通システムの実証運行に

向け，導入地域の公募や選定等を行う。

【経費内訳】
Ⅰ 地域公共交通会議開催費用 35万６千円

Ⅱ 新交通システム導入業務委託料 １，２００万円

【令和5年度委託業務内容】

① 公共交通利用状況の調査・分析

② 意向調査（市民の移動ニーズの調査・分析）

③ デマンド交通の導入可能性の検証

④ デマンド交通の運行体制検討

⑤ 実証運行計画の立案

⑥ 会議運営支援
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政策的事業等

（５） 道路・河川等の整備 １１事業 １３億 ６６５万８千円

１ 交通安全施設整備事業費 ２，２００万円

２ 歩道整備事業費／歩行者空間（グリーン帯） ２１０万円

３ 歩道整備事業費／その他 １，６５７万円

４ 新設改良事業費／新設改良 １億６，６００万円

５ 新設改良事業費／生活道路用地業務費 ４５０万円

６ 新設改良事業費／幹線道路用地業務費 ６００万円

７ 舗装事業費 ７００万円

８ 地方道路整備事業費／その他 １，８００万円

９ 水路新設改良事業費 １，９００万円

１0 河川改良事業費／その他 １，４００万円

１1 地方道路整備事業費／汲川原橋徳田線（庄野・国府区間）２期 １０億３，１４８万８千円
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政策的事業等

（６） その他事業 11事業 １億 ９万４千円

１ マイナポイント申込支援事業費 １，４５７万６千円

２ 庁舎等管理費／解体費 ８９万９千円

３ 防犯カメラ設置事業費 ８２万２千円

４ コミュニティ施設設備等購入費補助 ３８０万円

５ 包括的支援体制構築事業費 １，２２０万円

６ 自立支援給付費／障害福祉サービス事業費 ３，２３６万８千円

７ 地域生活支援事業費／日常生活用具給付等事業費 ２８５万４千円

８ 介護職員初任者研修費等助成事業費 ８０万円

９ 予防接種費／帯状疱疹ワクチン接種費 ６４５万６千円

10 市営住宅管理運営費／維持修繕費 ２，２８１万９千円

11 指定文化財修復費補助 ２５０万円
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【対 象 者】 令和５年６月１日（基準日）時点の住民基本台帳に
記載されている方で，身体障害者手帳等を所持，
又は８月末時点で同手帳等の更新申請の手続きが
終了している方

【対象者見込数】 約１万人

【実 施 期 間】 令和５年８月下旬から，対象者に順次発送

１ 障がい者生活応援事業費 ３，６６８万２千円

身体障害者手帳等を所持する方を対象に，３,０００円分のギフト券を配布する。

原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策 ７事業 ３億１，３３３万６千円
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【対 象 者】 令和５年６月１日（基準日）時点の住民基本台帳に
記載されている方で，昭和３４年４月１日以前に生ま
れた方（令和5年度末で65歳以上の方）

【対象者見込数】 約５万３，０００人

【実 施 期 間】 令和５年８月下旬から，対象者に順次発送

２ 高齢者生活応援事業費 １億９，３５３万７千円

６５歳以上の高齢者の方を対象に，３,０００円分のギフト券を配布する。

原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策
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３ 私立保育所等給食費支援給付金 １，１４０万円

私立保育所等に対して，園児の給食における食材費の物価高騰分の一部を支援金
として給付する。

【対 象 期 間】 令和５年４月～令和６年３月（１２か月分）

【支 援 金 額】 園児１人につき月額２５０円

【対象施設数】 ３２園

【園児見込み数】 約３，８００人

原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策
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原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策

【対 象 期 間】 令和５年７月～令和６年３月（９か月分）

【補 助 金 額】 １団体につき，１か月当たり２万円（上限）

【対象団体見込数】 １５団体

４ 物価高騰対策子ども食堂食材費補助事業費 ２７０万円

市内で子ども食堂やフードパントリーを開催している団体等に対し，食材費や
弁当調達費に係る経費の一部を補助する。
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原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策

【対 象 者】 令和５年４月分の児童扶養手当の支給を受けている者

【給 付 金 額】 対象となる世帯で養育する児童１人につき２万円

【対象児童見込数】 約２,０００人

５ 三重県低所得のひとり親世帯への生活応援給付金給付費 ４，０００万円

三重県の事業として低所得のひとり親世帯等に対し，養育する児童一人につき
２万円を給付する。

６ 三重県低所得のひとり親世帯への生活応援給付金給付事務費 ５２万３千円

給付金の給付に係る事務経費
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７ 学校給食費管理費／食材調達費 2,８４９万４千円

学校給食食材費の物価高騰分を補うことにより，給食費の増額を行わずに
給食食材を調達する。

原油価格・物価高騰対策

（１） 生活支援策

【対象期間】 2学期以降の６か月（令和５年９月～令和６年２月）

【経費内訳】
① 幼稚園・小学校児童分
食材費高騰分の児童１人当たり月額２７７円×
(児童１０,１０６人＋教職員９６７人)×6か月≒１,８４０万４千円

② 中学校生徒分
食材費高騰分の生徒１人当たり月額２９８円×
(生徒 ５,１５５人＋教職員４８８人)×6か月≒１,００９万円

※教職員分については，自己負担分を徴収
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原油価格・物価高騰対策

（２） 経済対策 １事業 ２億８，０００万円

【プレミアム率】 ３０％

【購入上限額】 １人につき１万円（額面１万３千円）

【購入対象者】 鈴鹿市民限定 ５万２千人（想定）

【発行総額】 ６億７，６００万円（＝経済効果）

【使用期間】 令和５年１０月から令和６年１月までを予定(４か月）

１ プレミアム付デジタル商品券発行事業費 ２億８，０００万円

市内の消費を喚起するとともに，市民の経済的負担軽減を図るためプレミアム
付デジタル商品券を発行する。
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＜デジタル田園都市国家構想交付金の充当による財源更正分＞

1 工事・業務委託等入札費 電子入札システム関連経費 （５６４万９千円）

2 証明書コンビニ交付事業費 コンビニ交付サービス導入経費等 （３６３万４千円）

3 業務効率化推進事業費 会議録作成業務等効率化経費 （７７万８千円）

4 多文化共生推進費 多言語自動翻訳アプリ導入経費 （２６万４千円）

5 各種がん検診費 検診結果等データ入力業務効率化経費 （３３万３千円）

6 歯周病検診費 検診結果等データ入力業務効率化経費 （３万４千円）

デジタル田園都市国家構想交付金充当事業 ６事業

（１，０６９万２千円）


